
番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

独自①－１－Ａ
クライシスマネジメント
機構の設置

自然災害や感染症の拡大をはじめとするマルチハザードへの対応を強化するため、減
災・復興デザイン教育研究センター、グローカル感染症研究センター、医学部附属病院
災害対策室／高度救命救急センターが中心となり、クライシスマネジメント機構を設置
し、クライシスマネジメント及びクライシスコミュニケーションのための体制を構築する。

令和４年度

独自①－１－Ｂ
データマネジメントとシ
ステム構築、システム
の活用

平時、災害発生時・後における対応と事前対策の強化を図るため、クライシスマネジメ
ント機構において、マルチハザード関連のデータを統合・整理し、実際の災害時等のク
ライシス期への対応を高度化させるためのデータマネジメントとシステム開発を行う

令和４年度
〜

令和５年度

独自①－１－C
構築したシステムの活
用、評価

クライシスマネジメントを担う人材育成と統合基盤情報の改善・高度化のために、平時
では危機管理・クライシス期を想定した各種訓練による人材の育成など防災・減災、防
疫、災害医療への対応の強化に関する事業を行い、事業とシステムの活用可能性に関
する評価を行う。

令和６年度
〜

令和９年度

独自①－１－D

クライシスマネジメント
及びクライシスコミュニ
ケーションのための社
会共創拠点形成

クライシスマネジメント及びクライシスコミュニケーションの強化・高度化、社会実装の取
り組みを推進するため、クライシスマネジメント機構がクライシスマネジメントに関する
データ、研究成果、教育コンテンツを集約・共有し、大分県域における社会共創拠点を
産官学・広域連携により形成する。

令和８年度
〜

令和９年度

独自①－１－E
ワンヘルス評価システ
ムの構築

人獣共通感染症リスク把握のため、クライシスマネジメント機構（主体はグローカル感
染症研究センター）が、県内動物の分布状況を調査し、病原性を有する感染症の保有
状況を調査することで、人への感染性リスクについて提言を行う。

令和４年度
～

令和７年度

独自①－１－F
災害医療に関する協力
協定の締結

災害時に迅速な対応ができるように、令和４～５年度に大分大学と大分県で災害医療
コーディネーターと医療救護班の協定を締結する。

令和４年度
～

令和５年度

独自①－１－G
災害医療対応強化のた
めのセミナー実施

挾間キャンパスでの災害対応能力の底上げのため、大分大学災害医療対応セミナーを
e-learning（コンテンツは随時アップデートする）も併用して毎年開催し、挾間キャンパス
全教職員の受講率80％以上を維持する。

令和４年度
～

令和９年度

独自①－１－H
避難所の健康危機管理
に関する研究

さまざまな背景を持つ避難者の健康危機を解決するため、「避難所プロジェクト」が、こ
れまでの避難所のデータを収集・解析するとともに、自治体や地域住民と連携して模擬
避難所訓練を実施し避難所における健康管理の課題を抽出することにより、避難所の
空気環境の実測と数値シミュレーション、エッセンシャル薬剤リストの作成、最先端アバ
ター技術を応用した健康介入法、事前教育・体験演習法の作成、及び感染症コントロー
ルを実施し、県内避難所の住環境改善の可能性について提言する。

令和４年度
～

令和５年度

【独自①－１－１】　拠点形成と実施事業（協力
及び協定締結機関等との連携事業、シンポジ
ウム・セミナー開催、マルチハザード講座・訓
練実施）について、関係機関や参加者による
活動状況・達成度・手段等の外部評価（５段
階）を毎年実施し、「３ 水準を達成している」以
上の評価を維持する。

【独自①－１－２】　社会実装達成度評価（５段
階）を３年に一度実施し、「３ 水準を達成してい
る」以上の評価を維持する。

第４期中期目標・中期計画期間におけるアクションプラン

中期計画 アクションプラン

　【独自①－１】

大分大学減災・復興デザイン教育研究センター、グ
ローカル感染症研究センター、医学部附属病院災
害対策室／高度救命救急センターが中心となり、防
災・減災、防疫、災害医療に係るインテリジェンス・
ハブとしての機能を拡充し、自然災害や感染症の拡
大をはじめとするマルチハザードへの対応を強化す
るためのクライシスマネジメント機能を有する組織を
設置することによりし、持続的かつ安全・安心な地域
社会の形成に寄与する。
さらに、大分県や県内市町村、民間企業や団体、県
民と協働し、地域社会のマルチハザード関連のデー
タを統合しマネジメントすることで、防災・減災、防
疫、災害医療への対応の強化に関する事業、地域
社会における教育や活動支援を継続的に実施す
る。
大分県域におけるクライシスマネジメント及びクライ
シスコミュニケーションの社会実装を目指す社会共
創拠点を、産官学・広域連携により形成する。
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番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

独自①－２－Ａ

クライシスマネジメント
及びクライシスコミュニ
ケーションに関する研
究の推進

クライシスマネジメント及びクライシスコミュニケーションに関する教育や地域社会での
取り組みを強化・高度化させるため、クライシスマネジメント機構が防災・減災、防疫、
災害医療、クライシスマネジメント、クライシスコミュニケーションに係る研究を推進し、そ
の成果をシンポジウム等を通じて地域社会に発信する。

令和４年度
〜

令和９年度

独自①－２－Ｂ
クライシスマネジメント
に関する教育・活動コン
テンツの開発と実践

クライシスマネジメント及びクライシスコミュニケーションを担う人材育成のため、クライ
シスマネジメント機構が主体となりクライシスマネジメントに関する教育・活動コンテンツ
の開発（カリキュラム開発、全学共通科目の提供、専門科目化など）を行い、学生・教職
員の教育をはじめ、学生・教職員協働による地域貢献活動を実施する。

令和４年度
〜

令和９年度

独自①－２－Ｃ
感染症疫学養成教育の
実施

感染症流行時に即応できるようにするため、クライシスマネジメント機構等が感染症疫
学に関する教育カリキュラムを設け（令和４年度に設置準備）、大学院博士課程での教
育や行政職員等に対する研修や講習会を行い（令和５年度以降毎年度実施）、感染症
流行時の疫学情報収集や感染症危機管理に対応できる人材を養成する。

令和４年度
〜

令和９年度

独自①－２－Ｄ 災害医療対応強化

災害医療に関わる人材育成のため、クライシスマネジメント機構（災害対策室）が病院
上層部や各部署のリーダーとなる教職員を対象に災害対応研修会を毎年開催する。災
害医療に関するE-learningを全教職員対象に通年で行い、災害時に活動できる医療人
の育成を行う。災害時に院外と円滑に連携するため、これらを院外の関係機関にも公
開して大分大学災害対応の方針を理解を促進する

令和４年度
〜

令和９年度

独自①－２－Ｅ
災害時における地域と
の連携

県内で行われる行政や地域コミュニティ主催の災害訓練にクライシスマネジメント機構
（災害対策室、CERD）が参画しフィードバックを行う。地域BCPを推進するため、市町村
と連携・意見交換を行い、特に由布市とは毎年会議を開催して地域BCPを作成する。

令和４年度
〜

令和９年度

①－１－Ａ
「おおいた共創士」認証
対象科目への安定した
登録学生数の確保

安定した登録学生数を確保し、「おおいた共創士」認証者を確実に輩出するため、地域
連携プラットフォーム推進機構が主体となり、以下の３項目を実施し、中期計画期間の
うち４年間での達成を目指す。従って令和４年度～令和７年度は年平均を６名以上とす
る。

①学生の履修登録前に、教育プログラム開発委員会を通じ、学部のうち、経済学部お
よび理工学部教員を中心に、「おおいた共創士」認証対象科目への登録学生者数の一
定数確保を依頼する。
②学内イントラや学生向け「おおいた共創士」認証制度に関する動画配信や新入生ガ
イダンスなどを実施することにより、制度のメリットを強く広報し、登録学生を募る。
③「おおいた共創士」認証制度にチャレンジ中の学生に対し、情報提供や対象科目に
関わる企業関係者の評価伝達等、手厚い指導を実施する。

令和４年度
～

令和７年度

①－１－Ｂ
「おおいた共創士」認証
対象科目への安定した
登録学生数の維持

令和７年度までの認証対象科目への登録学生数及び「おおいた共創士」認証者数を踏
まえ、必要に応じて令和４～７年度の取組内容等の見直しを行った上で継続して実施す
ることにより、令和８年度以降も「おおいた共創士」認証対象科目への登録学生数を確
保し、第４期で年間あたり「おおいた共創士」認証者数４人以上を実現する。

令和８年度
～

令和９年度

①－１－Ｃ

地域連携プラットフォー
ムが収集した自治体中
心の「地域課題解決事
業」「地域実践型活動
事業」等への参画募集
強化

地域課題解決事業等への参画件数を増加させるため、全県組織である「おおいた地域
連携プラットフォーム」を通じて収集した地域課題について、以下の３項目を実施し、中
期計画期間のうち４年間での達成を目指す。従って令和４年度～令和７年度は年平均
３件以上の参画数を目指す。

①自治体訪問を強化し、「地域課題」の情報収集を実施する。
②各部局や学部長を通じて教員への「地域課題解決事業」参画を依頼する。
③学内イントラ等を利用して、過去の「地域課題解決事業」の取組み実績の周知を実施
し、地域課題への参画意識の向上を図る。

令和４年度
～令和７年度

①－１－Ｄ

地域連携プラットフォー
ムが収集した自治体中
心の「地域課題解決事
業」「地域実践型活動
事業」等への参画募集
強化の維持

　令和７年度までの「地域課題解決事業」、「地域実践型活動事業」等の参画数を踏ま
え、必要に応じて令和４～７年度の取組内容等の見直しを行った上で令和８年度以降も
継続して実施することにより、第４期で年間あたり「地域課題解決事業」、「地域実践型
活動事業」等の参画数２件以上を実現する。

令和８年度
～令和９年度

【独自①－２－１】　講義・研修・講習会等の受
講者アンケートによる評価（５段階）を毎年実
施し、「３ 水準を達成している」以上の評価を
維持する。

【独自①－２－２】　学生・教職員の活動に関
する実施内容・効果に関する外部評価（５段
階）を毎年実施し、「３ 水準を達成している」以
上の評価を維持する。

【独自①－２－３】　社会実装達成度評価（５段
階）を３年に一度実施し、「３ 水準を達成してい
る」以上の評価を維持する。（再掲）

　【独自①－２】

　【①－１】

「おおいた地域連携プラットフォーム」と連携し、大分
県内自治体及び地域企業等の抱える課題やニーズ
を集約する。これに基づき教育プログラムの見直し
を行うとともに、地域課題や企業課題に対し適切な
解決策を企画・提案できる能力かつ社会人として必
要な基礎的な汎用力を備え、地域で活躍できる人材
である「おおいた共創士」認証者を輩出し、地域の活
性化に寄与する。また、大分県内自治体及び地域
企業等の課題解決事業へ参画することにより産官
学の連携を強化し、地域でのインテリジェンス・ハブ
としての役割を果たす。

【①－１－１】　「おおいた共創士」認証者数　４
人以上／年（第４期の平均値）

【①－１－２】地域課題解決事業への参画数
２件以上／年（第４期の平均値）

持続的かつ安全・安心な地域社会を支える人材・担
い手育成のために、大分大学減災・復興デザイン教
育研究センター、グローカル感染症研究センター、
医学部附属病院災害対策室／高度救命救急セン
ター及び各学部等の連携のもとで、学生と教職員の
協働による防災・減災、防疫、災害医療に関わる地
域貢献活動などを通じて、学内外における防災・減
災、防疫、災害医療、クライシスマネジメント及びク
ライシスコミュニケーション等に関する教育及び研究
者等の育成を行う。
また、防災・減災、防疫、災害医療、クライシスマネ
ジメント、クライシスコミュニケーションに係る研究を
推進し、研究成果を行政機関、教育機関、医療機
関、住民など地域社会へ還元する。
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番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

④－１－Ａ
学部における入学定員
シフト及び改組の実施

「令和５～６年度全学改組構想」（令和４年３月22日役員会決定）に基づき、学内リソー
スによる各学部間における入学定員のシフト、各学部の組織改組及び定員適正化を段
階的に実施する。

令和４年度
～

令和６年度

④－１－Ｂ
大学院の機能やあり方
の検討

社会の動向や地域ニーズ等を踏まえ、今後の本学における大学院の機能やあり方に
ついて学内の会議体で検討を行い、大学院の組織改編に向けた方針を策定する。

令和４年度
（後期）

～
令和５年度

④－１－Ｃ
大学院改組の着手・実
施

大学院の機能やあり方に関する検討によって設けられた方針を踏まえ、大学院の組織
改編を進める。

令和６年度
～

令和９年度

⑥－１－Ａ
教育DX推進計画の策
定

学修者本位の教育を実現し、現代社会の諸課題に意欲的に取り組むことができる多様
な人材を養成するため、教育マネジメント機構が中心となり、全学のＤＸ推進計画の一
部として、教育・学修データ利活用ポリシーの確実な運用も含めた教育ＤＸ推進計画を
策定する。

令和４年度

⑥－１－Ｂ
教育ＤＸ推進計画の実
施

策定した教育ＤＸ推進計画に則して、学修者本位の教育を実現するため、教育マネジメ
ント機構が中心となり、教育・学修データをもとにした学修成果の見える化が可能なシ
ステムとそれを活用した点検・評価の仕組みを備えた学修支援環境を整備する。

令和５年度
～

令和７年度

⑥－１－Ｃ 点検・改善
⑥－１－Ｂで整備した学修支援環境について、教育内容をより充実させるため、内部質
保証委員会が行う学修成果の継続的なモニタリングと点検・評価の結果をもとに、教育
マネジメント機構が主導して改善を実施する。

令和８年度
～

令和９年度

⑥－１－Ｄ
数理・データサイエンス
科目の整備・実施

数理・データサイエンス教育を全学レベルで提供するため、基盤教育センターが中心と
なり、共通科目を整備・実施する。

令和４年度

⑥－１－Ｅ

数理・データサイエンス
教育プログラムの政府
認定（リテラシーレベ
ル）

前年度に整備した数理・データサイエンス・ＡＩに関する共通科目が全国的水準にあるこ
とを証明して公表するため、基盤教育センターが中心となり、前年度の実施実績をもと
にリテラシーレベルの政府認定を受ける。

令和５年度

⑥－１－Ｆ 履修率の向上
数理・データサイエンス・ＡＩに関する共通科目の履修率を向上させるため、基盤教育セ
ンターが中心となり、全学必修科目としての教育内容を確実に備えるように、点検・改
善を毎年度行い、令和７年度までに学年あたりの履修率90％を実現する。

令和４年度
～

令和７年度

⑥－１－Ｇ 充実化と体系化

令和８年度以降も、⑥－１－Ｆと同様に毎年度の点検・改善を行い、学年あたりの履修
率90％以上を維持しつつ、数理・データサイエンス・AIに関する教育プログラムをさらに
充実させるため、教学マネジメント室・基盤教育センターが中心となり、関連科目を体系
化する。

令和８年度
～

令和９年度

⑩－１－Ａ 教員就職支援の実施

良好な教員就職率を達成するために、教育学部・附属実践総合センター・教職大学院
が、就職進路支援室及び教師育成サポート推進室を中心とした支援（模擬授業・場面
指導・集団討論・面接・願書添削など）を行うとともに、毎年度支援策を検証し、改善を
行うことで教員就職率　全国平均以上（第４期の平均値）の成果をあげる。

令和４年度
～

令和９年度

⑩－１－Ｂ

学生定員増に合わせた
新たな教育プログラム
（大分の教志育成プロ
グラム）の実施

地域の教育に貢献する教員を養成するために、学生定員増となる令和５年度以降入学
生に対して、教育学部が新たな教育プログラム（大分の教志育成プログラム）を実施
し、大分県への教員就職の向上を図る。

令和５年度
～

令和９年度
（各年度）

⑩－１－Ｃ
まなびんぐサポート事
業及び授業づくり実践
講座の実施

地域の教育に貢献する教員を養成するために、教育学部・附属実践総合センターが、
まなびんぐサポート事業運営会議及び就職・進路委員会を中心として、地域の学校現
場での実践を積むまなびんぐサポート事業及び授業づくり実践講座を実施するとととも
に、毎年度事業を検証し、改善を行うことで教員としての資質向上・地域の教育に貢献
する教員としての意識向上の成果をあげる。

令和４年度
～

令和９年度
（各年度）

⑩－１－Ｄ
教職大学院への進学促
進のための方策の策定

教職大学院の学生定員充足のために、教育学研究科運営委員会が、学部生を対象と
した教職大学院へのニーズ調査や現職教員の学びやすい環境に関する検討を行い、
教職大学院への進学促進のための方策を策定する。

令和４年度
～

令和５年度
（各年度）

⑩－１－Ｅ
教職大学院への進学促
進のための方策の実施
と改善

教職大学院の学生定員充足のために、教育学研究科運営委員会が、教職大学院への
進学促進のための方策を実施するとともに、実施した方策の検証は継続して行い改善
する。

令和６年度
～

令和９年度
（各年度）

【⑩－１】

地域の学校現場での学習サポートを通して子どもの
学習状況を理解する活動や授業づくりと授業実践を
行うことで、学生の特性を受容して活かすキャリア教
育を推進し、地域の教育に貢献する教員を養成す
る。
また、学部生を対象とした教職大学院へのニーズ調
査、及び現職教員の学びやすい環境に関する検討
を進めることで、教職大学院への進学促進につなげ
る。

【⑩－１－１】　文部科学省公表「国立の教員
養成大学・学部（教員養成課程）の就職状況
等について」における教員就職率　全国平均
以上（第４期の平均値）

【⑩－１－２】　教育プログラムの教育効果の
検証状況（学習サポート及び授業づくりと授業
実践の実施を通して、受講した学生に対してア
ンケート調査を行い、教員としての資質向上の
度合いを分析する。学習サポートについては
子ども理解、授業づくりについては授業力を中
心に置き、地域の教育に貢献する教員として
の意識の向上が認められること。）

【④－１】

社会が求める人材の需要と供給のマッチングを図る
ため、大分県周辺地域を牽引する中核的教育研究
機関として、地域のニーズ等に柔軟に対応した組織
の改編（学部改組、大学院のあり方・機能の検討な
ど）及び入学定員の適正化を全学的な視点から実
施する。

【④－１－１】　組織改編の検討・設置状況（医
学部新学科設置をはじめとする地域のニーズ
等を踏まえた組織改編の検討が行われ、また
は設置がなされている。今後の大学院の機
能・あり方についての検討がなされている）

【④－１－２】　各学部の入学定員の検証・適
正化（組織の改編に併せて、地域のニーズ等
を踏まえた入学定員の検証及び適正化（見直
し）に向けた作業を行う。特に、教育学部につ
いては大分県周辺地域の教員需要及び教員
養成の成果等を踏まえたものとする）

【⑥－１】

教育マネジメント機構を中心に、Society5.0の実現に
向けた教育のデジタルトランスフォーメーション（Ｄ
Ｘ）を推進し、最新技術を活用して様々な分野の課
題解決に必要な知見を引き出すスキルを涵養する
体系的な数理・データサイエンス教育プログラムを
全学展開する。

【⑥－１－１】　ＤＸ推進計画の策定及び計画に
沿った環境の整備状況（令和４年度中に計画
を策定し、計画に沿った環境の整備を行う）

【⑥－１－２】　全学向け数理・データサイエン
ス(ＤＳ)科目（リテラシーレベル）の整備及び体
系化した教育プログラムの整備状況（令和４年
度から全学向けＤＳ科目を展開した上で、令和
７年度までに９０％を超える履修率を実現す
る。ＤＳ関連の科目を体系化して、数理・データ
サイエンス・ＡＩ教育プログラムとしての政府認
定を受ける。）
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番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

⑭－１－Ａ 研究力強化策の立案
研究力強化のため、研究マネジメント機構において大学全体の研究戦略を立案すると
ともに、各学部において独自の研究力強化策を立案し、論文数や外部研究資金の獲得
件数・金額の増加に資する研究力の強化を実施する。

令和４年度

⑭－１－Ｂ 研究費支援の実施
研究力の強化及び共同研究の促進のため、学長戦略経費を活用した公募型「研究力
強化推進プロジェクト」等により、研究マネジメント機構が教員に対して研究費の支援を
行い、論文数及び外部研究資金の獲得件数・金額を増加させる。

令和４年度
～

令和９年度

⑭－１－Ｃ
外部研究資金獲得支援
の実施

科研費やJST、AMEDをはじめとする外部研究資金の獲得増のため、研究マネジメント
機構が各学部と連携して科研費の応募に向けて必要な準備や書類作成方法等の情報
を提供するセミナーを毎年開催するとともに、研究資金の応募に関する相談対応や書
類作成支援を進め、外部資金獲得増加に伴い論文数の増加に繋げる。

令和４年度
～

令和９年度

⑭－１－Ｄ
研究成果のモニタリン
グ

各教員の研究成果を把握するため、研究マネジメント機構が各学部やIRセンターと連
携して公的機関のデータベース等を通じて定期的にモニタリングを実施し、評価指標の
達成度合いを管理し、適宜見直し・検証を行う。

令和４年度
～

令和９年度

⑭－１－Ｅ
コアファシリティの構築
に向けた規程整備

研究力の強化及び外部研究者との交流促進のため、研究マネジメント機構が高度な実
験設備の共用化に係る規程を整備し、学内研究者及び企業等による設備の共用を促
進する。

令和４年度
～

令和５年度

⑭－１－Ｆ
コアファシリティの利用
促進

質の高い研究成果の創出のため、研究マネジメント機構が学内研究者及び企業等に
対してコアファシリティ利用の広報活動を行い、実験設備の利用回数を増加させ、研究
活動を進展・拡大させることで、実験結果の公表としての論文数の増加に繋げる。

令和５年度
～

令和９年度

⑭－２－Ａ
国際交流戦略における
ロードマップの作成

国際的研究を推進するため、各学部において国際交流戦略におけるロードマップを作
成し、国際共著論文数の増加及び国際共同研究をサポートする競争的研究費の獲得
に資する体制を各学部及び研究マネジメント機構において構築する。

令和４年度

⑭－２－Ｂ
国際共著論文掲載支
援、国際学会での発表
支援の実施

国際共著論文の国際的影響力のある査読付き学術誌への掲載や国際学会でのプロ
シーディングの発表などを促進するため、研究マネジメント機構が掲載及び発表に係る
費用の一部を支援し、国際共著論文数の輩出を促進するとともに、適時見直し・検証を
行う。

令和４年度
～

令和９年度

⑭－２－Ｃ 国際共同研究の実施
国際共同研究を推進し、件数を増加させるため、グローカル感染症研究センターの国
際共同研究の公募や、大学間交流協定や各部局の留学生交流に基づく国際交流を活
用した国際共同研究を促進する。

令和４年度
～

令和９年度

【⑭－２－１】　国際共著論文数の増加（第３期
と第４期の平均値の比較において）

【⑭－１】

研究力の強化を図るため、研究マネジメント機構を
中心とした支援体制を整備し、個人研究に基づく基
盤研究を強化するとともに、基礎研究力の成果を応
用研究へ発展させ、教育・経済から理工・医学・福祉
健康科学分野にわたる異分野が横断した研究を推
進する。

【⑭－１－１】　論文数の増加（第３期と第４期
の平均値の比較において）

【⑭－２】

世界に通用する多様性や卓越性を持った研究を戦
略的に支援するとともに、それを担う研究者を育成
するため、研究マネジメント機構を中核として、海外
の研究者との研究交流や共同研究を支援する。ま
た、これまで培ってきた国際連携事業やグローカル
感染症研究センターを中核とした新たな国際共同研
究を推進し、その研究成果を地域や国際社会へ還
元する。
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番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

⑮－１－Ａ
外部研究資金獲得支援
の実施

科研費やJST、AMEDをはじめとする外部研究資金の獲得増のため、研究マネジメント
機構が各学部と連携して科研費の応募に向けて必要な準備や書類作成方法等の情報
を提供するセミナーを毎年開催するとともに、研究資金の応募に関する相談対応や書
類作成支援を進め、外部資金獲得増加に伴い論文数の増加に繋げる。

令和４年度
～

令和９年度

⑮－１－Ｂ
社会的インパクトのある
研究テーマの創出

外部研究資金獲得支援等の取組を通じて、IRセンターと連携して社会的インパクトに繋
がる発展性のある研究シーズを分析・抽出し、各部局との調整及び学内研究支援制度
の活用により領域横断型の新たな研究テーマを創出して研究を推進し、外部研究資金
獲得額の増加に繋げる。

令和４年度
～

令和９年度

⑮－１－Ｃ
コーディネート活動の強
化

県内企業等との共同研究や受託研究の件数を増加させるため、URAやコーディネー
ターが研究シーズを把握し、研究シーズ集を作成し随時更新するとともに「おおいた地
域連携プラットフォーム」や医学部臨床医工学センターとの連携の下、企業等へのアウ
トリーチ活動（訪問等）を強化してニーズを把握し、データベース等に整理することでマッ
チングの機会を創出する。

令和４年度
～

令和９年度

⑮－１－Ｄ
シーズ・ニーズのマッチ
ングの機会の増加

企業が大学の研究シーズに関する情報を得られるよう、企業の関係者が来学して研究
シーズに関する情報に接することができるイベント（オープンラボ等）を開催する。また、
産学官連携推進センターが学部と連携して、本学が出展する各種展示会等への参加
人数を増加させる。

令和４年度
～

令和９年度

⑮－１－Ｅ
研究者情報の広報ツー
ルの充実

本学の研究シーズを有効に活用するため、ＵＲＡ室及び産学官連携推進センターが学
部と連携し、研究者紹介動画を引き続き作成し大学公開ＨＰに掲載する。併せて、ＨＰ
のリンクを記載したリーフレットを作成し、企業、自治体及び展示会等のイベントで配布
する。

令和４年度
～

令和５年度

⑮－１－Ｆ
成果のモニタリングと活
動の見直し

研究マネジメント機構が学部と連携して、四半期ごとに評価指標の達成度合いをモニタ
リングしつつ、必要に応じて⑮－１－Ａから⑮－１－Ｅで実施した取組の成果等を定期
的に検証し、さらなる研究資金の獲得に向け改善を行う。

令和４年度
～

令和９年度

⑮－２－Ａ
コーディネート活動の強
化

県内企業等との共同研究や受託研究の件数を増加させるため、URAやコーディネー
ターが研究シーズを把握し、研究シーズ集を作成し随時更新するとともに「おおいた地
域連携プラットフォーム」や医学部臨床医工学センターとの連携の下、企業等へのアウ
トリーチ活動（訪問等）を強化してニーズを把握し、データベース等に整理することでマッ
チングの機会を創出する。

令和４年度
～

令和９年度

⑮－２－Ｂ
シーズ・ニーズのマッチ
ングの機会の増加

企業が大学の研究シーズに関する情報を得られるよう、企業の関係者が来学して研究
シーズに関する情報に接することができるイベント（オープンラボ等）を開催する。また、
産学官連携推進センターが学部と連携して、本学が出展する各種展示会等への参加
人数を増加させる。

令和４年度
～

令和９年度

⑮－２－Ｃ FD研修の充実
外部資金に関する制度の理解を目的に、産学官連携推進センターが、教職員向けFD
研修を年２回以上実施し、教職員への外部資金取得への意識付けを行う。

令和４年度
～

令和９年度

⑮－２－Ｄ
研究者情報の広報ツー
ルの充実

本学の研究シーズを有効に活用するため、ＵＲＡ室及び産学官連携推進センターが学
部と連携し、研究者紹介動画を引き続き作成し大学公開ＨＰに掲載する。併せて、ＨＰ
のリンクを記載したリーフレットを作成し、企業、自治体及び展示会等のイベントで配布
する。

令和４年度
～

令和５年度

⑮－２－Ｅ
研究コンサルティング
制度の活用促進

企業等との共同研究や受託研究等の件数を増加させるため、産学官連携推進センター
において研究コンサルティング制度について、企業訪問やイベント等で広報し認知度を
高めることで制度活用を促進する。

令和４年度
～

令和５年度

⑮－２－Ｆ
成果の検証と取組内容
の改善

研究マネジメント機構が学部と連携して、四半期ごとに評価指標の達成度合いをモニタ
リングしつつ、必要に応じて⑮－２－Ａから⑮－２－Ｅで実施した取組の成果等を定期
的に検証し、さらなる研究資金の獲得に向け改善を行う。

令和４年度
～

令和９年度

【⑮－１】

研究マネジメント機構において、大学の研究シーズ
及び地域ニーズを整理し、それを基に地域にとって
真に必要な社会的課題や地域創生を目的とした研
究テーマのプロデュースを行う。また、このことをもっ
て研究と外部資金の獲得を推進する。

【⑮－１－１】　外部研究資金獲得額の増加
（第３期と第４期の平均値の比較において）

【⑮－２】

医療や製造業等の地域産業との連携を強化するた
め、東九州メディカルバレー構想（医療を中心とした
東九州地域産学官連携）の特色も活かしながら、企
業や自治体等から地域課題の収集及び情報交換を
行い、組織対組織によるオープンイノベーションを促
進する。

【⑮－２－１】　受託・共同研究件数の増加（第
３期と第４期の平均値の比較において）
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番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

⑲－１－Ａ
評価指標に対応した教
育実習体制の見直し

教育実習評価指標に対応した教育実習指導を実現するために、学部実習委員会と連
携して、各附属校園が、評価指標の４つの観点（教職への使命感・責任感、社会性や対
人関係能力、幼児児童生徒理解や学級経営、教科・保育内容等の指導力）から指導体
制を毎年度見直す。

令和４年度
～

令和７年度

⑲－１－Ｂ
評価指標に対応した教
育実習体制の実現

毎年度見直した指導体制の効果が、実習生の成績及び実習生への調査結果に反映さ
れていることを検証し、令和７年度までに、体系的・計画的な教育実習の指導体制を実
現する。

令和５年度
～

令和７年度

⑲－１－Ｃ
評価指標に対応した教
育実習体制の構築

令和８年度から令和９年度まで毎年、社会の変化や学校教育の変化に対応できるよう
に、第３期中期目標期間に作成した教育実習評価指標に関しても見直しを行い、それ
に伴って、令和７年度までに実現した指導体制についてもさらなる見直しを行うことで、
よりよい教育実習の指導体制を構築する。

令和８年度
～

令和９年度

⑲－２－Ａ

学部・大学院と連携した
研究や、大分県教育委
員会等と連携した研修
の実施

教員の指導案づくりや教材研究、授業研究等の資質・能力を向上させるために、各附
属校園が、学部・大学院と連携した研究や、、大分県教育委員会等と連携した研修（年
１回以上）を実施する。

令和４年度
～

令和９年度

⑲－２－Ｂ

学部・大学院と連携した
研究や、大分県教育委
員会等と連携した研修
の検証

⑲－２－Ａで実施した研究や研修の参加者への事後調査や、地域における研修内容
の活用実績に基づき効果を検証し、必要に応じて改善を実施することにより、事後調査
の満足度が７割を超えるようにする。

令和４年度
～

令和９年度

⑲－２－Ｃ
ＩＣＴ機器やデジタル教
科書の教育効果の検証
及び公開

「ＧＩＧＡスクール構想」における教育の充実を図るために、各附属校園が、授業をはじ
めとした教育活動におけるＩＣＴ機器やデジタル教科書を活用し、簡便性や効率性、汎
用性等の観点で教育効果を検証する。教育効果の高い取組については、大分県教育
委員会との連携協力推進協議会や教育庁チャンネル等を利用して地域の学校現場に
還元し、学校現場での利用状況やチャンネルアクセス数等により還元の効果を検証す
る。

令和４年度
～

令和９年度

⑳－１－Ａ
内視鏡外科手術および
ロボット支援手術の増
加

低侵襲手術の増加のため、大分大学が内視鏡手術およびロボット支援手術の適応拡
大を行い、症例数増加の成果をあげる。

令和４年度
～

令和９年度

⑳－１－Ｂ
ＡＩ情報支援手術の臨床
性能試験実施

ＡＩ情報支援手術の実現のため、大分大学が臨床性能試験を行う。そのために地元企
業や自治体と連携し、新しい医療技術の開発を推進する。

令和４年度
～

令和７年度

⑳－１－Ｃ
ＡＩ情報支援手術の実用
化

ＡＩ情報支援手術の実現のため大分大学が令和４年度～令和７年度に行った臨床性能
試験により得た新規技術を臨床応用し、AI情報支援手術を実用化する。そのために地
元企業や自治体と連携し、新しい医療技術の開発を推進する。

令和８年度
～

令和９年度

⑳－１－D
ハンズオンセミナー開
催

高度技術を有する医師を養成するため、大分大学がスキルスラボやアニマルラボ、カ
ダバーラボおよびWEBセミナーを開催し、高度技術習得のための教育活動を行う。

令和４年度
～

令和９年度

⑳－１－E 学会認定指導者の育成
指導者を輩出するため、大分大学が系統的手術指導を行い日本内視鏡外科学会技術
認定医およびロボット支援手術コンソールサージャン、同プロクターを育成する成果を
あげる。

令和４年度
～

令和９年度

⑳－１－F 地域病院への指導
認定指導者は、地域病院にける内視鏡手術およびロボット支援手術において、現地訪
問あるいは手術ビデオを用いて、指導を行う。また高度通信技術を用いたリアルタイム
での遠隔手術指導を実施する。

令和４年度
～

令和９年度

【⑲－１】

「令和の日本型学校教育」の実現に向けて、高い資
質・能力を有する教員を養成するために、学部・大
学院と連携して「指導と評価の一体化」を目指した
教育実習の体制を構築する。

【⑲－１－１】　第３期中期目標期間中に四校
園統一して作成した教育実習評価指標に対応
した教育実習の実現（年度当初の計画に基づ
く実行・評価・改善を毎年度行い、令和７年度
までに、体系的・計画的な教育実習の指導体
制を実現。その後もさらに検証を続け指導体
制を整備する。）

【⑲－２】

教員の資質・能力を向上させるために、学部・大学
院と連携した研究や、大分県教育委員会等と連携し
た教員研修を実施する。特に、「ＧＩＧＡスクール構
想」における教育の充実を図るために、授業をはじ
めとした教育活動におけるＩＣＴ機器やデジタル教科
書を活用した教育効果を検証し、その成果を地域に
還元する。

【⑲－２－１】　研究や研修の取組事例の検証
状況（取組事例を収集し、参加者への事後ア
ンケート調査や、その後の活用状況について
の聞き取り調査により地域への還元の実績を
検証し、どの取組についても回答者の満足度
が７割を超えるようにする。）

【⑲－２－２】　ＩＣＴ機器やデジタル教科書の活
用効果の検証状況（取組事例を収集し、児童・
生徒の成績や自己評価、聞き取り調査等の結
果から、活用しない場合と比較し、活用の効果
を質的に検証する。そして効果の高い取組を
抽出し、大分県教育委員会にモデル事例とし
て情報提供することで、地域の学校現場に還
元する。）

【⑳－１】

超高齢社会における「からだの負担の少ない医療」
を提供するため、人工知能（ＡＩ）や８Ｋ高画質などの
最新技術を駆使した低侵襲医療機器・医療システム
を開発・導入し、安全、安定的に運用する。そのため
に、大分県地域医療のインテリジェンス・ハブとし
て、地域医療機関や地元ベンチャー企業及び自治
体と連携し、大分県の先端医療の核となる医療技術
の開発と、専門性の高い医療人材を育成する。

【⑳－１－１】　先端技術を用いた低侵襲治療
の実施割合の増加（第３期末（令和３年度実
績）と第４期の平均値との比較において）

【⑳－１－２】　高度技術を有する医療人育成
セミナー受講者数５０名以上／年（第４期の平
均値）及び認定指導者数５名以上（第４期中）
を育成

6



番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

⑳－２－Ａ
がんゲノム医療拠点病
院への申請

・がんゲノム医療連携病院から拠点病院への申請が可能となるように院内の体制を整
備する。申請の公募は現時点で詳細未発表のため、申請年度については厚生労働省
の通知に従う。
・拠点病院に承認されることによりエキスパートパネルを自施設で開催可能となる。前
半の２年間を目途に、少なくとも５人のキュレーター（エキスパートパネルで臨床試験情
報や治療薬剤の事前検討を担当する者）を育成する。

令和４年度
～

令和９年度

⑳－２－Ｂ
遺伝カウンセリングの
実践

がん遺伝子パネル検査、家族性腫瘍症候群、遺伝性神経筋疾患に対する遺伝学的検
査により診断した患者や家族に遺伝カウンセリングを実施し、適切な医療と生活支援を
提供する。各診療領域の専門の臨床遺伝専門医を充実し、また遺伝カウンセラーを段
階的に増員することで遺伝カウセリング体制の向上を目指す。そのため、２年毎に遺伝
学的検査の件数とカウンセリング実施件数を集計し、最終年にアンケート調査を行い検
査実施状況とカウンセリング体制の組織体制を見直す。遺伝カウンセリングと医療サ
ポートの継続により本院の専門診療の質が向上し、新規紹介件数が増加する。

令和４年度
～

令和９年度

⑳－２－Ｃ
遺伝学的検査環境の整
備

希少遺伝性疾患の診断精度と処理速度を向上させるため、遺伝学的解析環境を整備
する。２年毎に遺伝学的検査の件数を集計し検査実施体制の見直しを図る。その結
果、専門診療の医療の質が向上し、難病の紹介患者件数が増加する

令和４年度
～

令和７年度

⑳－２－Ｄ
疾患モデル動物を用い
た遺伝病の病態解明

⑳－２－Ｃの遺伝学的検査の解析環境の整備を踏まえ、遺伝学的検査で見出された臨
床的意義不明の遺伝子バリアントの病的意義を証明するために遺伝性疾患モデル動
物を作製し生物学的重要度を明らかにする。その結果は遺伝学的診断の精度の向上
に寄与し、質の高い遺伝医療の提供に貢献する

令和６年度
～

令和８年度

⑳－２－Ｅ 創薬探索への展開

希少遺伝性疾患の病態解明を目的として作製した遺伝性疾患モデル動物を用いて創
薬探索を推進する。本研究によって樹立された疾患モデル動物に対しタンパク質のヘ
リックス構造を模倣した低分子化合物から構成されるアルカロイドライブラリー（約2000
化合物）を用いてin vivoスクリーニングを行い、創薬につながるリード化合物の開発を
行う。新規薬剤開発を目指すことで未来の医療の発展に貢献する

令和７年度
～

令和９年度

⑳－２－Ｆ
大分県糖尿病性腎症重
症化予防診療ガイドの
策定

大分県国保医療課、大分県医師会、県内各地区の委員による合議（糖尿病性腎症重
症化予防推進効果検討会議）により、かかりつけ医から専門医や大学附属病院専門外
来への紹介基準をまとめた「大分県糖尿病性腎症重症化予防診療ガイド」を令和４年
度までに完成させ、本ガイドの啓発を大分県医師会と協力して、県内のかかりつけ医に
広く行い、専門外来受診患者数の増加を推進する。

令和４年度
〜

令和９年度

⑳－２－Ｇ

大分県糖尿病性腎症重
症化予防推進研修会の
実施と地域中核医療施
設との連携体制の構築

遠隔地在住の県民に対する対策として、専門外来スタッフが各地域の中核医療施設の
医療者や保健師向けに、新型コロナ感染症の状況を見きわめながら、研修会（Webおよ
び対面）を行い、重症化予防の重要性や専門外来の目的、業務内容について理解を深
める。まず、各地域ごとに中核医療施設の医療者や保健師との間で、治療に難渋する
症例や通院中断例などを共有できるネットワークの構築を行う。次に、ネットワーク内の
地域医療機関の受診や保健指導の際に、重症化予防の重要性を強調し理解を求め
る。さらに、各地区ごとに効果判定会議を開催し、特に専門医が不在の地区から、当院
専門外来への紹介を推進し、県民全体の糖尿病性腎症重症化予防を推進する。

令和４年度
〜

令和９年度

⑳－２－Ｈ
市民公開講座およびテ
レビ取材の実施

世界糖尿病デー、世界腎臓病デーなどのイベントと共に、大分県民を対象に糖尿病性
腎症重症化に関する市民公開講座や報道局との協力で特集を依頼・実現することによ
り、疾患の重症化に対する市民の意識向上を図る。対面での市民公開講座開催が困
難な場合も考慮し、地元テレビ局による健康番組などを介して、疾患や重症化予防の
意義について情報発信を引き続き行う。参加した市民に対してアンケート調査を行い、
興味のあるトピックスや理解されていない内容など市民からのフィードバックを参照し
て、継続的に市民啓発を行う。

令和４年度
〜

令和９年度

⑳－２－Ｉ
デジタルサイネージを
利用した情報発信

附属病院では既に開始しているデジタルサイネージ展開やYoutuberとのタイアップなど
による地元メディアキャンペーンを行う。また、市民にわかりやすいキャッチフレーズを
作成し、メディアを通じて発信することで市民啓発を行い、糖尿病性腎症重症化に関す
る情報発信を、公共の場所にも拡大して行う。

令和４年度
〜

令和９年度

【⑳－２】

我が国のヒトゲノム情報を活用した医療実用化戦略
に則り、がんゲノム診断と希少遺伝病の診断及び治
療法の確立のために、遺伝疾患モデル動物やゲノ
ム創薬などの基礎研究を多角的に連携する研究体
制を構築し、実臨床においても、県内のがんゲノム
医療を担う地域中核病院としてセンター機能を発揮
する。糖尿病性腎症重症化予防に対して、附属病院
―大分県医師会―大分県の３者連携締結して新た
に開設（2020年5月）した多職種による「糖尿病性腎
症重症化予防専門外来」をハブとして、また市民公
開講座やWEB等を通じて、疾患の重症化予防への
県民の意識向上を目指す。

【⑳－２－１】　がん遺伝子パネル検査（ゲノム
プロファイリング）の実施件数の増加（第３期末
（令和３年度実績）と第４期の平均値との比較
において）

【⑳－２－２】　遺伝カウンセリング実施件数の
増加（第３期末（令和３年度実績）と第４期の平
均値との比較において）

【⑳－２－３】　糖尿病性腎症重症化予防専門
外来の受診患者数の増加（第３期末（令和３年
度実績）と第４期の平均値との比較において）

【⑳－２－４】　市民公開講座等の啓発活動数
２回以上／年（第４期中の毎年度）
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番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

独自②－１－Ａ 資格養成計画の策定
・従来の資格養成について点検を行い、それを踏まえた指導計画を策定、実施する。
・子ども家庭福祉士（仮称）の資格養成のためのカリキュラムを整備し、それを踏まえた
資格養成の指導計画を策定する。

令和４年度
～

令和５年度

独自②－１－Ｂ
資格養成計画の実施及
び点検・改善

・独自②－１－Ａで策定した指導計画を実施しつつ、点検を行い、必要に応じて改善を
行う。
・独自②－１－Ａで整備・策定した子ども家庭福祉士（仮称）の資格のためのカリキュラ
ム及びそれを踏まえた資格養成の指導計画を実施する。

令和６年度
～

令和７年度

独自②－１－Ｃ
資格養成計画のさらな
る点検・改善

・独自②－１－Ｂで実施した資格養成の点検を行い、成果と課題を踏まえ、さらなる改
善・拡充を行う。

令和８年度
～

令和９年度

独自②－１－Ｄ
学部あるいは大学院カ
リキュラムの整備

・他学部あるいは研究科との共同開講が可能な科目やプログラムを整備する。 令和４年度

独自②－１－Ｅ
他学部との共同開講科
目の実施及び点検・改
善

・独自②－１－Ｄで整備した共同開講科目やプログラムを実施しつつ、アンケート等に
より点検を行い、必要に応じて改善を行う。

令和５年度
～

令和７年度

独自②－１－Ｆ
他学部との共同開講科
目のさらなる点検・改善

・独自②－１－Ｅで実施した共同開講科目あるいはプログラムの点検を行い、成果と課
題を踏まえ、さらなる改善・拡充を行う。

令和８年度
～

令和９年度

独自②－２－Ａ
講演会及びシンポジウ
ム等、専門研修計画の
策定

・学部内の実施体制を整備しつつ、関係者のニーズに基づき、講演会及びシンポジウ
ム等、専門研修の計画を策定する。

令和４年度

独自②－２－Ｂ

講演会及びシンポジウ
ム等、専門研修の実施
及び点検・改善（毎年
度）

・独自②－２－Ａで策定した講演会及びシンポジウム等、専門研修の計画を実施しつ
つ、アンケート等により点検を行い、必要に応じて改善を行う。

令和５年度
～

令和６年度

独自②－２－Ｃ

講演会及びシンポジウ
ム等、専門研修の実施
及びこれまでに実施し
た講演会及びシンポジ
ウム等、専門研修の点
検・改善（毎年度）

・独自②－２－Ａで策定した講演会及びシンポジウム等、専門研修の計画を実施しつ
つ、独自②－２－Ｂで実施した講演会及びシンポジウム等について総合的な点検を行
い、必要に応じて改善を行う。

令和７年度
～

令和８年度

独自②－２－Ｄ
講演会及びシンポジウ
ム等、専門研修のさら
なる点検・改善

・独自②－２－Ｂ及び独自②－２－Ｃで実施した講演会及びシンポジウム等、専門研修
の点検を行い、成果と課題を踏まえ、さらなる改善・拡充を行う。

令和９年度

独自②－２－Ｅ
地域を対象とした福祉
的・心理的支援事業の
計画の策定

・大分県福祉保健部福祉保健企画課と連携し、「地域共生社会に向けた実務者ネット
ワーク会議構築事業」に係る計画を策定する。
・心理的支援について、地域のニーズや課題を踏まえ、また地域の関係機関との連携
に基づき、計画を策定する。

令和４年度

独自②－２－Ｆ

地域を対象とした福祉
的・心理的支援事業の
実施及び点検・改善（毎
年度）

・独自②－２－Ｅで策定した「地域共生社会に向けた実務者ネットワーク会議構築事
業」の計画を実施する。特に、県内18市町村が地域共生社会を具現化するにあたって、
県内の行政・福祉関係者からなる実務者メンバーと共に、①「多世代交流・支え合いの
推進」の支援、②「市町村の包括的支援体制事業」の支援、③18市町村への訪問、④
模擬事例検討会の開催等を行う。事業の点検を行い、必要に応じて改善を行う。
・独自②－２－Ｅで策定した心理的支援の計画を実施しつつ、点検を行い、必要に応じ
て改善を行う。

令和５年度
～

令和６年度

独自②－２－Ｇ

地域を対象とした福祉
的・心理的支援事業の
実施及びこれまでに実
施した地域を対象とし
た福祉的・心理的支援
事業の点検・改善（毎
年度）

・独自②－２－Ｅ及び独自②－２－Ｆで実施した福祉的・心理的支援事業の総合的な点
検を行い、必要に応じて改善を行う。

令和７年度
～

令和８年度

独自②－２－Ｈ
地域を対象とした福祉
的・心理的支援事業の
さらなる点検・改善

・独自②－２－Ｆ及び独自②－２－Ｇで実施した福祉的・心理的支援事業の点検を行
い、成果と課題を踏まえ、さらなる改善・拡充を行う。

令和９年度

【独自②－１】

福祉課題の解決や福祉社会の発展をリードできる
資質・能力を備えた高度専門職（理学療法士、社会
福祉士、精神保健福祉士、公認心理師）を養成する
とともに、関連領域をまたいだ多角的な福祉教育を
行うことによって、多分野融合に基づき支援や研究
に取り組む力を涵養する。また、新しい時代の子ど
も家庭福祉の課題に取り組むことのできる人材を養
成する。

【独自②－１－１】　理学療法士、社会福祉士、
精神保健福祉士、公認心理師の現役合格率
全国平均以上（第４期中の毎年度）

【独自②－１－２】　学内連携の強化に基づ
き、多角的な福祉教育を行う科目やプログラ
ムを整備する。また、これらに参加した学生に
対してアンケート調査を行い、学修目標の達成
状況や教育に関する満足度について７割以上
の学生から肯定的な評価を得る。

【独自②－２】
福祉に関する教育や研究の成果を地域に発信・還
流し、地域の拠点として福祉課題の解決や福祉社
会の発展に貢献する。

【独自②－２－１】　講演会あるいはシンポジウ
ム等を毎年度開催する。また、福祉健康科学
部・福祉健康科学研究科を卒業・修了した福
祉支援の専門職を中心とした地域の専門職を
対象にスキルアップのための研修を実施す
る。これらの参加者に対してはアンケート調査
を行い、目標の達成状況や満足度について７
割以上の参加者から肯定的な評価を得る。

【独自②－２－２】　福祉健康科学研究科地域
共生社会研究拠点における地域を対象とした
福祉的・心理的支援の提供件数（第３期と同じ
水準を維持）
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番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

㉑－１－Ａ
理事、副学長等の目標
への取組状況の検証

学長のリーダーシップが発揮できる体制を構築するため、理事、副学長等が任期当初
に策定した達成目標への取組状況について、任期満了時、学長が面談等により検証を
行う。

令和５年度
令和７年度
令和９年度

㉑－１－Ｂ 学長補佐体制の強化
検証の結果を踏まえ、大学を取り巻く状況に応じ、理事、学長特命補佐、学長補佐を適
正に配置することにより、学長のリーダーシップを補佐する体制を強化する。

令和５年度
令和７年度
令和９年度

㉑－１－Ｃ 意見聴取
法人経営の改善に資するため、外部委員が参画する経営協議会において、議長が外
部委員に対し、本学に対する意見を求める。

令和４年度
～

令和９年度
（毎年度）

㉑－１－Ｄ 意見の公表
外部委員からいただいた意見について、法人経営への反映を検討し、反映状況をホー
ムページで公表する。

令和４年度
～

令和９年度
（毎年度）

㉒－１－Ａ
キャンパスマスタープラ
ンの見直し

「大分大学キャンパスマスタープラン2016」について検証を行い、前提条件・キャンパス
の現状と課題・キャンパス整備の部門別計画について改定する。また、イノベーション・
コモンズやカーボンニュートラル等の新たな施策を検討し見直しを図る。

令和４年度
～

令和６年度

㉒－１－Ｂ
機能向上、老朽改善を
図る

「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」で定めた「施設の目指すべき姿」の方針に基
づき、教育研究環境の整備、省エネルギーに配慮した整備、キャンパスライフを充実さ
せる整備や施設・建物設備・インフラストラクチャーの老朽解消等について、対象棟数
（建物数）に対し16棟（15％）以上の改善を行い、効率的かつ効果的な施設整備を行う。

令和４年度
～

令和９年度

㉒－２－Ａ
職員宿舎等遊休建物削
減の実施

保有資産を有効かつ効率的に活用するため、遊休建物としての宿舎等について100㎡
以上の処分を行い、計画的な削減を達成する。

令和４年度
～

令和６年度

㉒－２－Ｂ
研修所等遊休建物削減
の実施

保有資産を有効かつ効率的に活用するため、遊休建物としての研修施設等について
800㎡以上の処分を行い、計画的な削減を達成する。

令和４年度
～

令和９年度

【㉑－１】

学長のリーダーシップが発揮できる体制を構築する
ため、理事、副学長等の取組状況を定期的に検証
するとともに、法人経営の改善に資するため、経営
協議会等多様なステークホルダーからの意見を積
極的に求め、法人経営に反映させ、その反映状況を
公表する。

【㉑－１－１】　理事、副学長等が任期当初に
策定した達成目標への取組状況について、任
期満了時、学長が面談等による検証（２年に１
回）

【㉑－１－２】　経営協議会等多様なステークホ
ルダーからの意見について、法人経営への反
映状況及びホームページへの公表（第４期中
の毎年度）

【㉒－２】
保有資産を有効かつ効率的に活用するため、遊休
建物を計画的に削減する。

【㉒－１】

研究・教育・医療・福祉・地域貢献の拠点となる「開
かれた持続可能なキャンパス」を整備し、安全・安心
な教育研究環境の確保のため、「戦略的リノベー
ション」による老朽改善を進め、機能向上と長寿命
化を実現し、保有資産を最大限に有効活用する。

【㉒－１－１】　インフラ長寿命化計画（個別施
設計画）の対象棟数（建物数）に対して、機能
向上や老朽改善整備について１５％以上の改
善を行う。

【㉒－２－１】　遊休建物の延べ面積　５０％以
上削減（第３期末と第４期末の比較において）
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番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

㉓－１－Ａ
コーディネート活動の強
化

県内企業等との共同研究や受託研究の件数を増加させるため、URAやコーディネー
ターが研究シーズを把握し、研究シーズ集を作成し随時更新するとともに「おおいた地
域連携プラットフォーム」や医学部臨床医工学センターとの連携の下、企業等へのアウ
トリーチ活動（訪問等）を強化してニーズを把握し、データベース等に整理することでマッ
チングの機会を創出する。

令和４年度
～

令和９年度

㉓－１－Ｂ
シーズ・ニーズのマッチ
ングの機会の増加

企業が大学の研究シーズに関する情報を得られるよう、企業の関係者が来学して研究
シーズに関する情報に接することができるイベント（オープンラボ等）を開催する。また、
産学官連携推進センターが学部と連携して、本学が出展する各種展示会等への参加
人数を増加させる。

令和４年度
～

令和９年度

㉓－１－Ｃ
研究者情報の広報ツー
ルの充実

本学の研究シーズを有効に活用するため、ＵＲＡ室及び産学官連携推進センターが学
部と連携し、研究者紹介動画を引き続き作成し大学公開ＨＰに掲載する。併せて、ＨＰ
のリンクを記載したリーフレットを作成し、企業、自治体及び展示会等のイベントで配布
する。

令和４年度
～

令和５年度

㉓－１－Ｄ
成果の検証と取組内容
の改善

研究マネジメント機構が学部と連携して、四半期ごとに評価指標の達成度合いをモニタ
リングしつつ、必要に応じて㉓－１－Ａから㉓－１－Cで実施した取組の成果等を定期
的に検証し、さらなる研究資金の獲得に向け改善を行う。

令和４年度
～

令和９年度

㉓－１－Ｅ 基金の獲得
大分大学基金の受入額の増加のため、各種関連企業、同窓生、保護者等へパンフレッ
トを配布する等して、基金への理解を深め、基金の獲得を図ると共に、基金の獲得につ
いて、更なる戦略を検討し、受入額増加を図る。

令和４年度
～

令和９年度
（毎年度）

㉓－１－Ｆ 部署の設置
寄附金受入業務の効率化を図るため、基金担当部署を設置し、基金の運営体制を強
化する。

令和５年度

㉓－２－Ａ
機能強化のための人件
費財源の確保

大学改革や教育研究改革等、本学の機能強化に資する取組に必要となる人件費を支
援するため、新たな人件費の抑制策（キャップ制）により生じる財源を学長戦略経費とし
て確保する。

令和４年度
～

令和９年度

㉓－２－Ｂ
戦略的・重点的な資源
配分

①教育研究組織の再編等の大学改革に結実する取組や学部等の教育改革に資する
取組等を支援するため、学長戦略経費の中に「機能強化推進枠」、「教育改革推進
枠」、「学長裁量人件費」を設ける。
②理事・副学長によるヒアリングを実施し、評価結果に基づき役員懇談会において支援
する取組みを選定する。
③学長のリーダーシップにより、本学の教育・研究力の強化・向上を図る取組などに重
点的かつ時限的な配分を行う。

令和４年度
～

令和９年度

【㉓－２】

【㉓－１】

産官学連携を推進し共同研究・受託研究の外部資
金獲得額を増加させるため、研究マネジメント機構
による研究力強化を進め、個人の基礎研究を応用
研究へ発展させ理工・医・福祉健康科学・人文社会
科学系等の横断研究を推進するとともに、寄附金の
受入れを促進し、財源の多元化を推進する。

【㉓－１－１】　共同研究・受託研究額の増加
（第３期と第４期の平均値の比較において）

【㉓－１－２】　寄附金受入額の増加（第３期と
第４期の平均値の比較において）

社会が求める高い付加価値をもった人材の養成と、
地（知）の拠点としての機能の高度化を図るため、本
学の機能強化に資する取組に対して戦略的・重点
的な資源配分を行う。

【㉓－２－１】　学長戦略経費予算額　５０％以
上増加（第３期末と第４期末の比較において）
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番号 内容 評価指標 番号 実施事項 内容 実施年度

中期計画 アクションプラン

㉔－１－Ａ
自己点検・評価の実施
方法等の決定

企画等担当理事の下で、中期計画を達成するための具体的な実施計画（アクションプ
ラン）に係る自己点検・評価の詳細な実施方法等を決定する。

令和４年度
（第三四半期中）

㉔－１－Ｂ 自己点検・評価の実施
中期計画を達成するため、具体的な実施計画（アクションプラン）の実施状況等につい
て、毎年度、各理事の下で自己点検・評価を実施し、その結果を全学の自己評価書とし
て取りまとめ、各年度終了後半年以内を目途にホームページ等で公開する。

令和５年度
～

令和９年度

㉔－１－Ｃ
法人経営の改善を要す
る事項の抽出及び対応

IR分析の結果や学内の自己点検評価を通じて改善を要する事項の抽出を実施する。そ
の結果を踏まえ、学内での改善等（２件以上／年）を行う。

令和４年度
～

令和９年度

㉔－１－Ｄ 広報誌等の発行
大分大学の強みや特色をステークホルダーに理解させるため、テーマを決め、年２回広
報誌を発行し、大分大学への理解・支持を増進させる。

令和４年度
～

令和９年度
（毎年度）

㉔－１－Ｅ
ステークホルダーから
の意見聴取の仕組み構
築

教育研究の成果や社会発展への貢献等に関する取組等をステークホルダーに提示
し、意見を聴取する仕組みを構築する。

令和４年度
（後期）

～
令和５年度

㉔－１－Ｆ
ステークホルダーから
の意見に基づく法人経
営の改善

㉔－１－Ｅを踏まえ、ステークホルダーへ教育研究の成果や社会発展への貢献に関す
る取組等を提示し、それに対する意見聴取を行った上で、改善を要する事項があれば
改善を実施する。

令和５年度
～

令和９年度

㉕－１－Ａ DX推進計画の策定

教職員の事務手続の業務効率化のために、DX推進計画策定委員会が、DX推進計画
を策定する。
委員会のもとにプロジェクトチームを設けており、教育DXPTについては教育マネジメン
ト機構、研究DXPTについては研究マネジメント機構を中心に実施する。

令和４年度

㉕－１－Ｂ デジタル化の整備
教職員の事務手続の業務効率化のために策定したDX推進計画に基づき、事務局が中
心となり、デジタル化の整備を実施し、デジタル技術を活用する。

令和５年度
～令和８年度

㉕－１－Ｃ 点検・改善
令和８年度までに整備したデジタル化について活用の利便性を図るため、事務局が中
心となり、点検を行い、必要に応じ改善し、デジタル化の成果をあげる。

令和９年度

㉕－２－Ａ
情報セキュリティ強化計
画の策定

安全、安心なＩＣＴ環境の構築のため、情報セキュリティ委員会が主体となり、基盤情報
システム更新（令和５年３月）の検討内容と連動した情報セキュリティ強化計画を策定す
る。

令和４年度

㉕－２－Ｂ ICT環境の整備
安全、安心なICT環境の実現のため、学術情報拠点が主体となり、策定した情報セキュ
リティ強化計画に即して、クラウドに関するリスクへの対応や各種アカウント防御等のセ
キュリティ対策に留意したICT環境の整備を行う。

令和５年度
～

令和６年度

㉕－２－Ｃ
ICT環境の安定的な運
用と改善

安全、安心なICT環境の安定的な運用のため、学術情報拠点が主体となり、クラウドに
関するリスクへの対応や各種アカウント防御等のセキュリティ対策に留意し整備した
ICT環境のモニタリング及び情報セキュリティ強化計画の見直しを含めた必要な改善を
行う。

令和７年度
～

令和９年度

【㉔－１】

ＩＲセンターで分析したデータや外部の意見などの客
観的な情報を活用して法人経営の改善・向上を行
う。また、種々の広報活動により、教育研究の成果
と社会発展への貢献等に関するステークホルダー
等の理解・支持を増進させるとともに、その意見等を
分析することによって、法人経営を改善・向上させ
る。

【㉔－１－１】　自己点検・評価結果の公表　１
回以上／年（第４期中の毎年度）

【㉔－１－２】　ＩＲや内部質保証による法人経
営の改善・向上件数　２件以上／年（第４期中
の毎年度）

【㉔－１－３】　教育研究の成果と社会発展へ
の貢献等につながる広報誌等の発行　２回以
上／年（第４期中の毎年度）

【㉕－１－１】　令和５年度までにデジタル化推
進計画を策定し、その計画に沿って令和８年
度までに整備を行い、令和９年度には点検・改
善を行う。

【㉕－２】

大学運営のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
化に向けて、情報セキュリティ対策を強化し、業務運
営に必要なシステムやデータに安全、安心にアクセ
スできるＩＣＴ環境を整備する。

【㉕－２－１】　令和４年度に情報セキュリティ
強化計画を策定し、その計画に沿う形で令和５
～６年度にＩＣＴ環境の整備を実施する。令和７
年度からは整備したＩＣＴ環境の安定的な運用
と改善を行う。

【㉕－１】
教職員の事務手続きの業務効率化のため、ＡＩ等を
利用したデジタル技術の活用を推進する。
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